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１．試験領域内各井戸の汚染濃度減少量から導かれる浄化率 

試験領域内における地下水汚染の浄化効果を確認するため、試験領域内の各井戸の汚

染濃度減少量から浄化率を求めた。 

ここで言う汚染濃度とは、主として当該地域周辺で検出されている汚染物質のうち、

土壌汚染対策法による指定基準及び地下水基準が定められている 1,2-DCE とその分解

生成物である VCの 2 項目を対象とし、それらの値を、mol 濃度への換算を経て 1,2-DCE

相当に換算した値を用いた。 

本試験においては、VC の分解時に生成されるエチレンについても地下水中濃度を測

定したが、上記基準等が定められていないため、汚染物質として取り扱わない。 

各井戸の浄化率算定方法は、以下のとおりである。 

 

浄化率（％） ＝ 100 ×
）初期汚染濃度（

）度減少量（試験終了までの汚染濃
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図 1.1 試験領域近傍の井戸配置図 
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算定の結果、初期汚染濃度を 5 月 21 日（初期促進剤溶液注入直前）とした場合、試

験領域内平均で 80.6％（-22.4～100.0％）の浄化率を得た。一方、初期汚染濃度を循

環工程終了後 3 日目（6 月 22 日）とした場合、試験領域内平均で 68.8％（-126.7～

100.0％）の浄化率を得た。いずれの場合についても、各井戸の浄化率は大きなばらつ

きを示し、特に地下水上流域に位置する井戸 S、SE、SW で低い値となった。井戸 SW に

至っては、上流域からの汚染地下水再流入によって初期汚染濃度よりも高い値が観測さ

れたため、負の値を示した。 

各井戸で観測された汚染濃度の経時的な推移を個別に見ていくと、特に上流域では時

間経過に伴い、汚染物質 1,2-DCE、VC と分解生成物であるエチレンの合算量の増加や

1,2-DCE、VC の濃度低下後の再上昇などが確認され、試験領域内に地下水上流域から汚

染地下水が再流入したと判断される傾向が確認された（図 1.2 及び図 1.3 参照）。 

また、促進剤残存量の指標となる TOC 濃度やトレーサー物質である臭素イオン濃度の

推移からも、10 月 26 日時点において、すでに上流域からの地下水再流入や試験領域内

地下水の下流域への流出と判断される傾向が確認された。 

以上から、以降の試験（モニタリング）を継続したとしても、それらの結果をもって、

促進剤による浄化効果の検証することは困難であると判断した。また、モニタリングを

継続するとした場合でも、当初、試験領域内に存在した地下水が流下した範囲（地下水

下流域）でのモニタリングが必須となるが、現地での施工制約上、観測井戸の設置が困

難であった。 

よって、10 月 26 日を試験終了日とし、それまでの試験成果をもって促進剤の浄化効

果を検証することとした。検証に際しては、上記に述べた試験領域内への地下水上流域

からの汚染地下水再流入や地下水下流域への領域内地下水の流出について、どのように

取り扱うかが肝要であるため、当初設定した試験領域とは異なる評価領域について検討

することとした。 

表 1.1 各井戸の汚染濃度減少量から導かれる浄化率一覧 

5月21日 6月22日 10月26日 5月21日 6月22日 10月26日 5月21日 6月22日 10月26日 対5月21日 対6月22日

C 領域内 11 7.7 <0.004 0.3 0.30 0.041 11.496 8.165 0.064 99.4 99.2

N 領域内 9.6 6.5 <0.004 0.3 0.24 <0.002 9.988 6.872 0.000 100.0 100.0

S 領域内 11 7.1 0.87 0.17 0.26 1.0 11.264 7.503 2.389 78.8 68.2

E 領域内 11 5.9 0.052 0.410 0.23 0.34 11.636 6.257 0.579 95.0 90.7

W 領域内 9.8 6.9 0.41 0.17 0.25 0.86 10.064 7.288 1.743 82.7 76.1

NE 領域内 4.2 6.4 0.020 0.300 0.24 0.031 4.665 6.772 0.068 98.5 99.0

NW 領域内 7.1 7.0 <0.004 0.3 0.25 <0.002 7.519 7.388 0.000 100.0 100.0

SE 領域内 12 6.9 2.2 0.2 0.26 0.60 12.341 7.303 3.130 74.6 57.1

SW 領域内 13 6.8 13 0 0.24 2.1 13.279 7.172 16.256 -22.4 -126.7

M-1 領域内 11 5.0 0.013 0.420 0.21 0.26 11.651 5.326 0.416 96.4 92.2

M-2 領域内 11 6.1 0.41 0.42 0.24 1.0 11.651 6.472 1.960 83.2 69.7

M-3 領域外 3.8 2.6 5.0 0.2 0.13 1.3 4.079 2.802 7.016 -72.0 -150.4

M-4 領域内 3.7 0.005 0.15 0.002 3.933 0.008 99.8

M-5 領域外 0.91 0.012 0.062 0.004 1.006 0.018 98.2

80.6 68.8

90.9 86.5

浄化率

試験領域内平均

同平均（SW除く）

測　定　日
1,2-DCE（mg/L） VC（mg/L） 1,2-DCE換算濃度（mg/L）
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図 1.2 各井戸における VOC 類の mol 総量変動状況 
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図 1.3 各井戸における VOC 類の mol 濃度比率変動状況
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２．平均地下水流速の再算定と評価領域の設定 

１．に示した浄化率は、試験領域内への汚染地下水の再流入及び試験領域外への流出

の影響を内包した形式で与えられるため、実際に浄化（分解）した汚染物質総量を過小

あるいは過大に見積もる可能性があり、結果として促進剤の浄化効率を正確に評価する

ことは困難である。 

そのため、汚染物質の流出入の影響を極力排除できる形式で評価領域を新たに定め、

その領域内での各種測定結果を基に促進剤の浄化効率を検証することとした。 

ここで、初期促進剤溶液は、1125kg の促進剤 EDC 及び同重量の pH 等調整剤を水道水

に溶解させて作成した。また、この初期促進剤溶液中に、注入範囲、循環工程による地

下水混合精度及び地下水流向を確認する目的で、トレーサー物質として臭化ナトリウム

試薬を混合した。添加量は、臭素イオン換算で 10mg/L となるように設定した。 

このトレーサー物質の濃度推移から試験領域周辺の平均的な地下水流速を推定した。

地下水中の混入物濃度は、拡散作用や雨水浸透等に伴う希釈によって、経時的に減少す

る傾向を示すと考えられるが、その影響の程度について詳細な検証は困難である。しか

しながら、領域内でも特に中心部は、それらの影響が少なく、経時的に安定して高濃度

を示すと考えられる。 

上記の視点に立ち、地下水の流軸上に位置し、循環工程により水質が整えられた領域

の中央部に当たる井戸 C から地下水下流域に位置する井戸 M-4、井戸 NW 及び井戸 M-5

で、循環工程終了後のトレーサー物質最高濃度が確認された測定日（日）と各井戸の井

戸 C からの距離（ｍ）の関係（表-2.1 及び図-2.2 参照）から、流軸方向の地下水流速

を推定した。 

算定の結果、地下水位分布状況から推定した地下水流速 約 0.4m/月（実流速換算）

に対して大きな値となる約 2.7m/月が得られた（図-2.2 参照）。 

３．以降で示す検証においては、循環工程により試験領域内で整えられた地下水質が、

この地下水流速に従い、地下水下流域に並行移動したものと見なすこととした。 

 

 

表-2.1 地下水流軸上井戸の井戸 C からの距離とトレーサー最高濃度到達期間 

井 戸 名 C M-4 NW M-5 

井戸 C からの距離（m） 0.0 3.5 7.1 10.1 

循環終了～最高濃度到達期間（日） 46 59 73 101 

※起算日は循環工程終了日にあたる 6 月 19 日 
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図 2.2 地下水流軸上のトレーサー濃度分布から得た試験領域近傍の地下水流速 
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３．測定日ごとの評価領域・水質評価井戸の設定 

一般にある系の物質量やエネルギーなどの収支は、以下のように定式化される。 

 

（蓄積量）＝（初期蓄積量）＋（流入量）－（流出量）＋（生成量）－（消費量） 

 

系内の物質収支を計算する場合、対象領域内への領域外から流入量や領域外への流出

量について考慮する必要があるが、本試験の成果を検証するに当たっては、特に汚染物

質および促進剤の地下水中の挙動について、以下に示すような仮定を行った。 

図 3.1 にイメージ図を示すように、循環工程によって整えられた水質が一定の地下水

流速（約 2.7m／月）で、当初の範囲（10m×10m）を保持しつつ、平行移動したと見な

すことで、実質、その移動した先の評価領域内が定常状態にある（流入・流出を無視で

きる）と想定した。 

また、上記評価領域内において、対象とする汚染物質は 1,2-DCE および VC のみとし、

1,2-DCE が分解された場合、その全量が VC に変換され、VC が分解された場合は汚染物

質分解が終了したとみなすこととする。促進剤については、その全量が希釈・拡散の影

響がなく評価領域内にとどまり、汚染分解、あるいはそのための阻害要因の解消のため

に消費されるとみなすこととする。 

以上の仮定に基づくと、前述の式は、循環工程終了以降の期間について、以下のよう

に単純化される。 

 

【汚染物質について】 

 

⊿(蓄積量)＝⊿(初期蓄積量)＋⊿(流入量)－⊿(流出量)＋⊿(生成量)－⊿(消費量) 

   ↑0             ↑0    ↑0 

 

0＝⊿(1,2-DCE＋VC 初期蓄積量)＋⊿(VC 生成量)－⊿(1,2-DCE 分解量)－⊿(VC 分解量) 

 

また、測定日ごとの汚染物質および促進剤濃度は、移動する評価領域内井戸の平均値

を用いた。 
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図 3.1 評価領域の移動イメージ 
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※詳細は４．にて示す 
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４．評価領域内の主要測定項目の変動状況 

循環工程終了 3日目（6月 22 日）から試験終了日（10 月 26 日）までの試験結果とし

て、評価領域内の主要測定項目（該当井戸の平均値を採用）の変動状況を図 4.1 に示す。

また、図 4.2 各井戸で観測された 1,2-DCE、VC およびエチレンの濃度の経時変化グラフ

集合図を示す。平均値算定に用いた各種データは別紙に示す。 

これらの図から、時間経過に伴い 1,2-DCE から VC、さらにエチレンへと分解、移行

する様子が確認され、促進剤の添加を契機に地下水汚染が改善されていく傾向が明瞭に

確認された。 

ここで、以降の検証においては、試験経過日について、循環工程終了 3 日目（6 月 22

日）を起算日として整理を行なっている。 

これらの図から、評価領域内においては、56 日目を境に急激な汚染濃度の低下が確

認された。 

また、微生物の増殖傾向について見てみると、その直近の測定日にあたる 42 日目ま

でに増加傾向を示した以降、横ばい傾向を示している。加えて、本試験において、汚染

物質分解傾向の阻害要因として懸念される硫酸イオンも 56 日目までを目処に解消して

いることが確認された。 

一方で、それらの傾向と並行して、減少幅にばらつきはあるものの継続的に促進剤濃

度が低下していく傾向も確認された。 

以上から、56 日目を境として、その以前の期間は、嫌気状態への移行期間（評価領

域内水質が汚染物質を分解する DHC 菌が十分な活性状態を示すことができる水質に移

行するために要した期間）と見なし、それ以降の期間は、汚染分解期間（主に DHC 菌に

よる汚染物質分解がなされた期間）と見なすことができる。 
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図 4.1 評価領域内の主要測定項目平均値の変動状況 
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図 4.2 1,2-DCE、VC およびエチレンの濃度の経時変化グラフ集合図 
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５．評価領域内の汚染物質分解率 

循環工程終了時の評価領域内の汚染物質総量は 2,087g で、その後、分解や地層中か

らの溶出により変動を示し、56 日目で安定値（2,079g）し、その後分解が進行し試験

終了時で 3g まで減少した。浄化効率の算定に当たっては、評価領域内の汚染物質総量

は循環停止後 56日目で安定濃度となりそれを初期値とした。 

 

汚染物質総量（初期）＝10m×10m×7.5m×0.4×6.96mg/L×1,000L ＝ 2,079g 

 

また、試験終了時の評価領域内の平均値は 0.01mg/L であったので、 

 

汚染物質総量（終了時）＝10m×10m×7.5m×0.4×0.01mg/L×1,000L ＝ 3.0g 

 

以上から、評価領域内の浄化率は、 

（2,079g－3.0g） 

評価領域内の浄化率 ＝        ＝ 0.9986 ＝ 99.9% 

2,079g 
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図 5.1 評価領域内の汚染物質および促進剤の収支と浄化率の推移 
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６．促進剤の適正設計量（案）の算定 

現地パイロット試験結果から、以下の式に提案し、促進剤の適正設計量を算定する。 

 

設計量＝
①循環時損失係数

量染分解時の促進剤消費進剤消費量　＋　③汚②地下水質移行時の促  

 

① 循環時損失係数 

＝ 
考慮無し）計画希釈濃度（拡散等

ロス含む）実際の希釈濃度（希釈 ＝
33 300m39.6m

10,600mg/L795mg/L  ＝0.568 

 

② 水質移行時の促進剤消費量（主に阻害物質分解、微生物増殖などで消費） 

 ＝（評価領域内の地下水賦存量）×EDC 消費量 

 ＝  300m3×205mg/(l/0.37)＝166.2kg 

※汚染物質分解、EDC 消費状況から t＝0～56 日の期間を対象 

※EDC 消費量 ＝ TOC 減少量×（TOC／EDC 比） 

 

③ 汚染分解時の促進剤消費量 

 ＝（評価領域内の地下水賦存量）×EDC 消費量 

＝ 300m3×325mg/(l/0.37)＝263.5kg 

※汚染物質分解、EDC 消費状況から t＝56 日～126 日間を対象 

※EDC 消費量 ＝ TOC 減少量×（TOC／EDC 比） 

 

（166.2kg＋263.5kg） 

   ∴ 適正設計量（案）＝            ＝ 756.5kg 

                  0.568 

 

以上より、今回のパイロット試験において、評価範囲内の汚染物質分解時に消費した

促進剤量は、地下水流動場における希釈及び拡散、阻害物質分解・微生物増殖等に関わ

る消費、そして実際に汚染物質分解に必要な消費量を合わせて 750kg 程度と算定した。 

この消費量は、メーカーの実績等を踏まえ設定された設計単量 1.0kg/ｍ3（対策土量

あたり）から得られる標準設計量に近似する。 

ただし、本試験で実際に使用した促進剤量は、その当初設計量に対して、安全率 1.5

を見込んだ 1,125kg であり、試験終了時点（10月 26 日）において TOC 換算で試験領域

内平均 145.4mg/L（10～380mg/L）の EDC が残存する結果となった。 

試験終了以降は、それら残存した促進剤が、さらに流下・拡散しながら消費されるこ
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ととなり、試験終了後の吹田市によるモニタリングにおいても、試験領域近傍で汚染物

質分解が進行している状況が確認されている。 

本格浄化に当たっては、施工区ごとの循環時の促進剤損失に関わる水文・地質状況、

循環工程移行の促進剤損失に関わる不飽和層部を含む分解阻害物質の分布を把握した

上で、安全率を見込んだ促進剤設計が望まれる。 

 

【 考 察 】 

 

（1） 循環時損失係数について 

初期促進剤溶液注入及び循環工程時の注入量実績をもとに、3次元モデル内で促進剤

の移流・拡散状況を確認した結果、循環終了直後では、試験領域内近傍に初期注入溶液

濃度の 4～10％の濃度の促進剤が、試験領域として当初見込んだ 100 ㎡に対して約 2 倍

に相当する 215 ㎡の範囲に広がる状況が算定された。一方、各井戸で測定した TOC 濃度

からは、同平均 7.5％（6.6～9.4％）の濃度が測定され、試験領域外の井戸 M-3 での測

定値からも、シミュレーション結果と近似する値が得られた（図 6.1 参照）。 

本試験においては、循環工程時の主目的である汚染物質、促進剤、汚染分解菌の 3者

を均質に混合させることができたと考える。 

本試験においては、循環工程時に再注入井戸において、計画注入量が確保できない事

態が発生したが、循環工程を延長し、初期注入溶液中に混合したトレーサー物質（臭素

イオン）濃度の収束・減少を確認した上で循環工程の終了判断を行った。この延長作業

により、シミュレーション結果に近似する理想的な均質化が図られたものと考える。 

また、本試験を実施した領域は、古神崎川の後背湿地部に位置し、平成 20 年度調査

結果から、南吹田地域においても、旧河道域、自然堤防部と土質状況が異なることが判

明している。 

本格浄化の事業化の際には、それら条件の差異を踏まえた上で、促進剤量設計を行う

ことが望まれる。 

計画（拡散無し）
実績ベース

シミュレーション
実績

濃度分布 ％ 13.2 4～10 6.6～9.4

平均濃度 ％ 13.2 おおよそ7.0 7.5

到達面積 ㎡ 100 215

 

図 6.1 循環終了時促進剤濃度のシミュレーション推定値と実測値の比較 

地下水流向 
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（2） 地下水質移行時の促進剤消費量について 

室内試験（バイオトリタビリティ試験）においては、セットアップ時点で、土壌 2 種・

地下水試験系のいずれにおいても、硫酸イオンは 5mg/L 未満であることが確認された。 

一方、本試験においては、試験期間初期に試験領域内北東域を中心に、高濃度かつ不

均質な硫酸イオン検出が確認された。また、並行して実施した井戸内ガス調査において

は、可燃性ガス（主としてメタンであったものと判断）が試験期間を通じて検出されて

おり、各影響の程度は明確にならないものの、概ね循環工程終了 59 日目までにそれら

の分解、生成が汚染物質分解よりも優先的に行われたものと考えられる。結果として、

汚染分解傾向が確認されるまで約 2 ヶ月の期間を要した。 

また、循環工程以降の促進剤消費量 429.7kg のうち、約 39％に相当する 166.2kg の

促進剤がその期間中に消費されており、その影響は、必要促進剤量、浄化期間の両側面

から見ても非常に大きなものであった。 

本試験での硫酸イオンの検出状況から、硫酸イオンの発生源として盛土部に含有する

硫化物等が考えられる。そのため、本格浄化着工の際は、盛土調査等を実施し、硫酸イ

オンをはじめとする阻害要因となる物質の分布状況を把握した上で促進剤量設計を行

うことが望まれる。 

 

（3） 汚染分解時の促進剤消費量について 

循環工程以降の促進剤消費量 429.7kg のうち、約 61％に相当する 263.5kg の促進剤

がこの期間中に消費されている。一方、その間に分解されたと考えられる汚染物質は、

1,2-DCE 換算で 2.076kg であった。 

これより、促進剤による分解収率（促進剤単位量あたりで分解可能な汚染物質量）は、

循環工程終了 3日目～試験終了時点までの期間平均で 0.0079（0.0001～0.020）となる

（図-3.1 中左下図参照）。一方、室内試験では地下水試験系の試験期間平均で 0.048 と

なる。 

上記から、室内試験に比較して、本試験においては平均 15％、最大 42％の分解収率

となることが確認された。 
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0
.
0

2
3
0
.
0

S
E

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

7
7
0

9
9
0

7
3
0

9
7
0

6
0
0

2
8
0

1
3
0

7
1

8
.
4

2
1

2
1
.
0

1
0
.
0

S
W

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

7
8
0

8
9
0

9
4
0

1
0
0
0

8
8
0

3
8
0

1
6
0

1
1
0

3
0

3
3

2
1
.
0

1
5
.
0

M
-
1

領
域

内
φ

5
0
m
m

7
5
0

4
7
0

4
8
0

7
2
0

5
4
0

5
8
0

2
3
0

8
0

1
0

4
9

6
1
.
0

7
3
.
0

M
-
2

領
域

内
φ

5
0
m
m

7
7
0

7
6
0

6
7
0

7
0
0

6
0
0

4
1
0

6
6

4
4

2
4

2
6

2
5
.
0

3
1
.
0

M
-
3

領
域

外
φ

5
0
m
m

4
2
0

2
8
0

2
6
0

6
1

5
0

1
0
0

3
4

2
8

1
3

4
.
5

4
.
3

1
0
.
0

M
-
4

領
域

内
φ

5
0
m
m

4
6
0

5
4
0

5
2
0

7
5
0

69
0

6
3
0

4
8
0

4
2
0

3
9
0
.
0

3
8
0
.
0

M
-
5

領
域

外
φ

5
0
m
m

3
2
0

1
0
0

1
5
0

1
8
0

35
0

4
1
0

4
1
0

4
5
0

4
1
0
.
0

3
0
0
.
0

A
2

領
域

外
φ

5
0
m
m

2
1

1
1

1
7

8
.
4

1
1

5
.
2

3
.
3

3
.
1

3
.
6

2
.
9

3
.
0

3
.
0

7
9
5

7
1
0

8
2
7

7
6
7

6
2
7

6
0
7

5
9
0

5
3
3

4
7
0

4
4
3

3
8
0

2
6
5

8
5

-
1
1
7

6
0

1
4
0

2
0

1
7

5
7

6
3

2
7

6
3

1
1
5

2
0
5

3
2
5

0
.
0
0
1

-
0
.
0
0
2

-
0
.
0
0
5

0
.
0
0
3

-
0
.
0
2
9

0
.
0
0
9

0
.
0
1
7

0
.
0
2
0

0
.
0
0
9

0
.
0
0
0
4

0
.
0
0
0
1

0
.
0
0
0
1

0
.
0
0
7
9

測
定

日

測
定

期
間

ご
と

の
分

解
収

率

評
価

領
域

内
平

均

経
過

日
（

起
算

日
：

6
月

2
2
日

）

測
定

測
定

期
間

ご
と

の
減

少
量

代
表

期
間

ご
と

の
減

少
量

代
表

期
間

ご
と

の
平

均
的

分
解

収
率

6
月

2
2
日

～
8
月

1
7
日

（
5
6
日

間
）
の

減
少

8
月

1
7
日

～
1
0
月

2
6
日

（
7
0
日

間
）
の

減

増
加

6
月

2
2
日

～
8
月

1
7
日

（
5
6
日

間
）
の

分
解

収
8
月

1
7
日

～
1
0
月

2
6
日

（
7
0
日

間
）
の

分
解

収
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測
定

項
目

：
硫

酸
イ

オ
ン

（
m
g
/
L
）

6
月

2
2
日

6
月

2
9
日

7
月

6
日

7
月

1
3
日

7
月

2
0
日

8
月

4
日

8月
1
7
日

8
月

3
1
日

9
月

1
4
日

9
月

2
8
日

1
0
月

1
2
日

1
0
月

2
6
日

0
7

1
4

2
1

2
8

4
3

5
6

7
0

8
4

9
8

1
1
2

1
2
6

C
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

1
5

8
.
5

0
0

0
0

0
0

0
1
.
6

3
.
7

2
.
6

N
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

1
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

S
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

2
3

2
.
8

0
0

0
0

4.
8

1
2

2
0

2
1

1
7

9
.
8

E
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

5
5

2
.
3

2
.
3

7
.
4

0
0

0
1
1

2
6

3
0

1
5
0

1
1

W
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

5
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
.
8

N
E

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

7
0

2
.
1

1
3

0
0

0
0

0
1
.
6

2
5

0

N
W

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

4
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

S
E

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

4
2

0
3
5

0
0

1
9
.
0
0

2
9
.
0

3
3

3
9
.
0

3
9
.
0

2
8
.
0

2
5

S
W

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

5
2

0
0

0
0

8
.
2

1
3
.
0

1
4
.
0
0

1
0
.
0

8
.
0

7
.
9

3
.
5

M
-
1

領
域

内
φ

5
0
m
m

1
4
0

1
4
0

8
8

1
4

4
1

0
0

0
7
.
0

7
.
6

2
.
4

2
.
2

M
-
2

領
域

内
φ

5
0
m
m

6
9

2
7

5
.
2

0
1
.
5

0
0

0
3
.
2

1
2

3
1

9
.
9

M
-
3

領
域

外
φ

5
0
m
m

1
9
0

1
0
0

5
9

9
9

4
3

2
.
6

1
.
8

3
.
7

3
.
8

1
5
0

9
7

1
7

M
-
4

領
域

内
φ

5
0
m
m

8
.
0

0
2
.
0

0
0

0
0

1
.
5

0
0

M
-
5

領
域

外
φ

5
0
m
m

1
3

1
0

8
.
6

1
3

3
.
1

0
0

0
0

0

A
2

領
域

外
φ

5
0
m
m

1
2

1
2

1
3

1
1

1
2

1
0

7
.
8

9
.
7

7
.
2

8
.
2

1
0

8
.
8

4
7

2
3

1
4

2
6

2
1

0
0

1
0

0

2
4

8
1
2

-
4

5
1

1
0

-
1

1
0

測
定

期
間

ご
と

の
減

少
量

測
定

日

評
価

領
域

内
平

均

経
過

日
（

起
算

日
：

6
月

2
2
日

）
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測
定

項
目

：
全

鉄
（

m
g
/
L
）

6
月

2
2
日

6
月

2
9
日

7
月

6
日

7
月

1
3
日

7
月

2
0
日

8
月

4
日

8月
1
7
日

8
月

3
1
日

9
月

1
4
日

9
月

2
8
日

1
0
月

1
2
日

1
0
月

2
6
日

0
7

1
4

2
1

2
8

4
3

5
6

7
0

8
4

9
8

1
1
2

1
2
6

C
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

1
0
0

9
2
.
0

1
0
0

5
9

6
7

5
1

5
3

4
1

3
7

3
3
.
0

2
3
.
0

2
3
.
0

N
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

1
4
0

7
9

6
8

6
6

5
7

5
3

6
6

4
2

3
9

2
6

2
6

2
5

S
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

8
6

6
0
.
0

5
8

6
4

4
8

5
7

4
2.
0

2
3

1
6

1
5

1
2

1
6
.
0

E
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

1
4
0

6
2
.
0

3
2
.
0

2
6
.
0

3
3

2
8

2
3

2
4

2
6

2
1

2
3

1
8

W
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

1
5
0

8
3

1
0
0

7
6

7
4

7
9

6
6

5
7

5
0

2
9

2
9

2
1
.
0

N
E

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

1
0
0

7
6

9
2
.
0

6
8

5
5

6
6

5
8

4
5

4
6

3
5
.
0

2
9

3
5

N
W

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

1
3
0

7
7

1
1
0

1
0
0

5
6

5
7

8
3

7
0

6
5

5
2

4
3

3
2

S
E

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

1
1
0

9
7

1
3
0

9
8

5
2

2
3
.
0
0

2
3
.
0

1
6

2
1
.
0

1
8
.
0

1
7
.
0

1
7

S
W

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

1
0
0

8
8

1
1
0

9
8

8
5

3
8
.
0

3
3
.
0

2
2
.
0
0

1
7
.
0

1
4
.
0

1
4
.
0

1
5
.
0

M
-
1

領
域

内
φ

5
0
m
m

5
3

4
9

5
7

5
7

3
9

4
3

3
4

1
7

1
6
.
0

1
3
.
0

1
5
.
0

1
2
.
0

M
-
2

領
域

内
φ

5
0
m
m

3
9

3
7

3
5
.
0

5
5

3
7
.
0

3
7

1
8

2
0

2
4
.
0

2
5

2
6

3
0
.
0

M
-
3

領
域

外
φ

5
0
m
m

6
6

7
3

1
8

2
6

9
1
4
.
0

1
2
.
0

1
5
.
0

1
8
.
0

1
1

1
0

1
5

M
-
4

領
域

内
φ

5
0
m
m

1
0
0
.
0

1
1
0

7
7
.
0

1
0
0

1
3
0

9
4

5
8

4
9
.
0

5
1

4
5

M
-
5

領
域

外
φ

5
0
m
m

7
5

6
2

3
2
.
0

3
6

7
8
.
0

6
7

5
6

4
7

4
6

4
7

A
2

領
域

外
φ

5
0
m
m

2
3

1
2

2
3

1
9

1
7

2
2

2
6
.
0

2
2
.
0

2
3
.
0

2
5
.
0

2
4

2
7
.
0

1
0
4

6
7

8
1

7
5

5
8

6
0

7
9

6
2

6
0

4
9

4
7

4
0

3
7

-
1
4

7
1
7

-
2

-1
9

1
8

2
1
0

3
7

測
定

期
間

ご
と

の
減

少
量

測
定

日

経
過

日
（

起
算

日
：

6
月

2
2
日

）

評
価

領
域

内
平

均
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測
定

項
目

：
二

価
鉄

(
m
g
/
L
)
　

※
パ

ッ
ク

テ
ス

ト

6
月

2
2
日

6
月

2
9
日

7
月

6
日

7
月

1
3
日

7
月

2
0
日

8
月

4
日

8月
1
7
日

8
月

3
1
日

9
月

1
4
日

9
月

2
8
日

1
0
月

1
2
日

1
0
月

2
6
日

0
7

1
4

2
1

2
8

4
3

5
6

7
0

8
4

9
8

1
1
2

1
2
6

C
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

4
0

4
0
.
0

4
0

4
0

4
0

3
0

3
0

4
0

3
0

3
0
.
0

2
0
.
0

2
0
.
0

N
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

4
0

4
0

4
0

3
0

4
0

4
0

2
0

4
0

3
0

4
0

3
0

3
0

S
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

4
0

4
0
.
0

4
0

2
0

4
0

4
0

3
0.
0

2
0

1
5

2
0

3
0

2
0
.
0

E
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

3
0

4
0
.
0

4
0
.
0

2
0
.
0

4
0

3
0

3
0

2
0

3
0

3
0

1
5

1
5

W
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

4
0

4
0

4
0

4
0

4
0

4
0

3
0

4
0

4
0

3
0

3
0

2
0
.
0

N
E

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

3
0

4
0

4
0
.
0

3
0

4
0

4
0

4
0

4
0

4
0

4
0
.
0

2
0

3
0

N
W

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

4
0

4
0

4
0

3
0

4
0

4
0

4
0

4
0

4
0

3
0

3
0

3
0

S
E

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

4
0

4
0

4
0

3
0

4
0

2
0
.
0
0

2
0
.
0

3
0

2
0
.
0

2
0
.
0

4
0
.
0

2
0

S
W

領
域

内
φ

1
0
0
m
m

4
0

4
0

4
0

4
0

4
0

4
0
.
0

2
0
.
0

3
0
.
0
0

2
0
.
0

1
5
.
0

1
5
.
0

2
0
.
0

M
-
1

領
域

内
φ

5
0
m
m

4
0

4
0

4
0

2
0

4
0

4
0

3
0

2
0

1
5
.
0

1
5
.
0

2
0
.
0

1
5
.
0

M
-
2

領
域

内
φ

5
0
m
m

4
0

4
0

2
0
.
0

3
0

4
0
.
0

3
0

3
0

2
0

2
0
.
0

3
0

3
0

2
0
.
0

M
-
3

領
域

外
φ

5
0
m
m

4
0

4
0

1
5

1
5

2
0

1
5
.
0

2
0
.
0

3
0
.
0

1
5
.
0

1
5

1
5

1
5

M
-
4

領
域

内
φ

5
0
m
m

4
0
.
0

3
0

4
0
.
0

4
0

4
0

4
0

3
0

4
0
.
0

4
0

2
0

M
-
5

領
域

外
φ

5
0
m
m

4
0

2
0

3
0
.
0

4
0

3
0
.
0

4
0

3
0

4
0

4
0

3
0

A
2

領
域

外
φ

5
0
m
m

1
0

1
5

8
1
5

1
5

5
2
0
.
0

2
0
.
0

2
0
.
0

2
0
.
0

3
0

1
5
.
0

3
8

4
0

3
7

3
1

4
0

3
9

3
2

4
0

3
3

3
7

3
7

3
0

-
2

3
6

-
9

1
7

-
8

7
-
3

0
7

3
6
.
6

5
9
.
4

4
5
.
6

4
2
.
1

6
8
.
8

6
4
.
4

3
9
.
9

6
4
.
7

5
5
.
9

7
4
.
3

7
8
.
6

7
5
.
9

測
定

期
間

ご
と

の
減

少
量

2
価

鉄
/
前

鉄
　

比
率

（
％

）

測
定

日

経
過

日
（

起
算

日
：

6
月

2
2
日

）

評
価

領
域

内
平

均
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測
定

項
目

：
酸

化
還

元
電

位
（

m
v
)

6
月

2
2
日

6
月

2
9
日

7
月

6
日

7
月

1
3
日

7
月

2
0
日

8
月

4
日

8月
1
7
日

8
月

3
1
日

9
月

1
4
日

9
月

2
8
日

1
0
月

1
2
日

1
0
月

2
6
日

0
7

1
4

2
1

2
8

4
3

5
6

7
0

8
4

9
8

1
1
2

1
2
6

C
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

-
9
5

-
1
2
2
.
0

-
1
3
8

-
1
1
9

-
1
0
2

-
1
2
2

-
1
3
2

-
1
1
5

-
1
1
7

-
1
5
6
.
0

-
1
5
4
.
0

-
1
8
1
.
0

N
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

-
8
9

-
1
1
5

-
1
2
2

-
1
0
8

-
1
1
3

-
1
0
6

-
1
5
4

-
1
2
0

-
1
2
8

-
1
5
0

-
1
6
0

-
2
3
9

S
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

-
8
0

-
1
2
1
.
0

-
1
2
8

-
1
1
5

-
1
0
2

-
1
1
9

-1
4
8
.
0

-
1
0
6

-
1
2
0

-
1
4
0

-
1
2
0

-
2
0
6
.
0

E
領

域
内

φ
1
0
0
m
m

-
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Ⅱ．浄化対策事業化のための概略計画（案） 

 

 



吹田市南吹田地域土壌・地下水汚染浄化対策検討委員会（第 3 回） 

 

浄化対策事業化のための概略計画（案） 資料 

 

1. 土壌・地下水汚染対策の目的および方針 

（1）目的 

① 南吹田地域および周辺地域住民の安心と安全確保 

・ 土地価格の減損リスクや不動産売買時の対策費負担を軽減する。 

・ 汚染地下水の汲み上げ規制により、現状での健康リスクは無いものの、汚染物質を

取り除くことにより将来の安全を確保する。 

② 飲用水源の保護 

・ 吹田市飲用水源である泉浄水場に汚染地下水が到達することを未然に防止する。す

なわち、第二帯水層への落ち込み経路（汚染流入）を遮断する。 

③ 開発行為への妨げ防止 

・ 大阪外環状鉄道等の開発行為に対する深度方向への汚染拡散を防止する。加えて開

発行為の妨げとならないようにする。 

 

（2） 方針（浄化対策の基本的な考え方） 

浄化対策は、目的を踏まえると一般に環境基準値以下を目標とした浄化対策が望ましい

が、当該地は対象とする汚染範囲が広域に亘るため、経済性に課題が残る。従って、NA

（自然減衰）を効果的に活用した手法が、予算面や工期からも必要と考える。 

 

① 水源への汚染混入対策 

平成20年度の地下水汚染機構解明調査で判明した既設井戸No.11およびNo.50近傍

の第一帯水層から第二帯水層への地下水落込み箇所からの汚染拡散を制御する対策

を実施する。具体的には、上流域での嫌気バイオ工法等による完全浄化、または該

当地点（地下水落込み箇所）での地下水頭制御が挙げられる。 

 

② 環境基準値以上～100 倍未満の区域への NA（自然減衰）による対策 

  当該汚染対策対象区域においては、これまでの調査結果（平成 20年度 地下水汚染

機構解明調査）より NA効果が期待される。その NA効果を最大限期待し、監視を行

う MNA（モニタリングを主体とした自然減衰の推移評価）または ENA（汚染減衰を

積極的に促す手法を加味した MNA）のいづれかの提案が挙げられる。ENA の手法と

しては、浄水置換工法にエアレーション等を加味した好気的条件下での浄化が挙げ

られる。 
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③ 環境基準値 100 倍以上での積極的浄化対策 

  環境基準値 100 倍以上の高濃度汚染区域を対象に完全浄化（環境基準値以下）ある

いは濃度低下（環境基準値の 10 倍以下とし、以後 NA 効果を期待する）を目標とし

た積極的な浄化対策を行う。採用工法としては本実証試験で採用した嫌気バイオ工

法は、効果確認を得ており第一候補として挙げられる。 

 

（3） 浄化対策条件 

① 浄化対象物質は PCE,TCE,DCE,VC の 4 項目 

・ 当該地の土壌・地下水汚染は、有機塩素化合物の PCE、TCE ならびにこれらの分解生  

成物質である cis-1,2-DCE を主たる汚染対象としてきた経緯がある。また、平成 21

年11月30日に環境省告示第79号で地下水の水質汚濁に関する環境基準が改訂され、

塩化ビニルモノマー（VC）の基準化、DCE の統合が実施された。従って、PCE、TCE、

DCE、VC の 4 項目を浄化の対象物質とする。 

② 対象地下水および土壌  

・ 対象土壌および地下水は、GL-2～-8ｍ付近に堆積する沖積砂質土層（As層）および

この層（第一帯水層）に賦存する自由地下水である。なお、第一帯水層の基底層と

なる沖積粘性土（シルト）層（Ac）は、浄化対策期間中での目標対象としない。 

③ 対策範囲 

・ 1,2-DCE の地下水環境基準値（0.04mg/L）以上の分布範囲を対策範囲とするが、塩 

化ビニルモノマーを踏まえた濃度分布（0.002mg/L 以上）も検討する必要がある。（現

時点では分析データが無く、今後最新の分析データを踏まえた濃度分布図の作成を

必要とする。）（「図-1.1 汚染濃度による区域区分」参照） 

④ 浄化対策優先箇所  

・ 飲用水源への流入阻止（第二帯水層への落込み箇所）を第一目標とし、高濃度汚染

区域および上流汚染区域を優先とする。 

⑤ 浄化目標および対策後の環境イメージ 

  ・ 環境基準レベル以下までの低減および原状復帰とする。すなわち、原状復帰が本

来の姿であることを考えると、地下水資源を有効活用できる状況が近い将来に見

込める対策であることが望ましい。 

⑥ 浄化期間 

・ 大阪外環状鉄道の工事計画および周辺への都市開発計画を踏まえて、仮であるが 5

～6 年間の浄化対策工事期間で完了することを条件として設定する。 
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図-1.1 地下水汚染濃度の地域区分 
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2. 実証試験を踏まえた浄化計画への留意点と設計・施工上の検討項目 

（1）実証試験を踏まえた本格浄化への対応と留意点 

① 促進剤 EDC による浄化は、地下水・土壌（帯水層土壌の沖積砂層：As層）とも環境

基準値以下と目標を達成した。 ⇒ 本格浄化へ嫌気バイオ工法の採用が可能。 

② 現地パイロット試験の浄化期間は 126 日間を要し、室内試験の約 2 倍となった。こ

れは現地試験が、対象区域外部からの汚染地下水や降雨の流入、促進剤添加地下水

の移流拡散、浄化阻害物質（硫酸イオン等）の存在、その他の有用微生物の促進剤

による活性化等による影響で、促進剤の効果発現が遅れたためである。図-2.1 は評

価領域内（10ｍ×10ｍ＝100 ㎡の浄化領域が地下水流動と共に移動した事を条件と

した領域であり、当初の浄化範囲は固定領域として両者を区分する。）の促進剤の消

費量と浄化期間の関係を示す。これより、促進剤量の 40％が前半（約 2 ヶ月間）に

おいて阻害物質の解消・嫌気状態への移行時に消費され、残り 60％が後半（約 2 ヶ

月間）の汚染物質分解時に消費された。 ⇒ 本格浄化には、分割注入や促進剤割

増による対応、または速やかな嫌気状態移行への手法が求められる。なお、浄化期

間は、注入・循環期間を含め 6ヶ月程度は必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1 評価領域内の物質収支 

 

③ 地下水流動に伴う浄化エリアの拡散・移動（図-2.2 参照）で浄化を十分に発揮する

範囲が移動したり、乱れる傾向にある。評価領域内（前述の 100 ㎡の地下水移流エ

リア）では、図-2.1 に示すように 100％の浄化率。一方、固定領域内（当初の 100

㎡の浄化エリア）では上流側からの汚染地下水の再流入等で約 69％の浄化率。 

⇒ 本格浄化では、上流域での促進剤注入、地下水流速を踏まえた浄化範囲と促進

剤量の設定が必要。 
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図-2.2 評価領域移動イメージ図 

 

④ 嫌気バイオ工法は、“汚染物質”“促進剤”“土着分解菌”が一様にならなければ浄化

エリア内の脱塩素化の効果が発揮できない。今回は循環工法を用いて検討区域の均

質化を図った。この工法により、浄化の効率や品質を高めると共に注入促進剤によ

る汚染物質の押出し防止にもなった。また、循環に伴う嫌気状態への移行遅れの懸

念は生じなかった。 ⇒ 本格浄化には、地上構造物（住宅等）・障害物（埋設物等）

の配置を踏まえた注入・揚水井戸の設置検討を必要とする。循環工法または促進工

法（促進剤溶液の広域浸透化）は、構造物下への促進剤浸透や注入井戸の設置が困

難な場所に有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下水流速（真流速）：2.7ｍ/月 

固定領域（10ｍ×10ｍ） 

評価領域（10ｍ×10ｍ） 

図-2.3 浄化の品質平面図 

1,2-DCE の平面濃度分布（mg/L） 

TOC の平面濃度分布（mg/L） 
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⑤ 促進剤注入井戸の井戸仕様によっては目詰まりが生じ、計画注入量の確保の困難や

局部的な地下水上昇で不飽和土壌の障害（湿潤化、有害ガスの発生や促進剤効果の

阻害要因物質の溶出等）が生じる。観測井戸に対しフィルター材を 2 種類使用し、

両者の違い（細粒土砂流入量）を把握した。 ⇒ 本格浄化では、計画注入量に応

じた井戸構造（掘削径、井戸径、スクリーン仕様、フィルター材等）の設定が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.4 井戸内への流入土砂とフィルター材の関係 
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⑥ 注入・揚水井戸や観測井戸内および表層土壌部で促進剤注入に伴う有害な分解生成

物として、メタン（可燃性ガス）や硫化水素（酸欠ガス）等の嫌気性ガスが発生し

た。 ⇒ 本格浄化には、有害ガスへの予防措置（ガス検知等のモニタリング等）

や対策（換気、吸引・除去、ガス回収システム等）が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.5 有害ガス現地測定結果図表 
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⑦ 促進剤の地下水への注入は、利用微生物の活性化を伴うものの、病原細菌の菌叢や

菌濃度に少なからず影響を及ぼす。但し、促進剤の投入に伴う一次的な増加であり、

促進剤の枯渇により土着細菌は以前の環境状態に推移した。 ⇒ 本格浄化では、

BSL2 病原菌が存在する期間中は、採水・採土等の取扱いを慎重とし、試料の飛散や

エアロゾルの拡散を防止する措置を講じること。また、作業中は保護具の着用と消

毒等の徹底が必要。 

 

（2）設計・施工上の検討項目 

① 優先箇所の選定と着工順位 

・ 第二帯水層への落込み箇所（2箇所）への対策を最優先とする。 

・ 高濃度汚染区域と上流汚染区域を先行着手する。 

・ 汚染源（工場）の浄化対策の進捗状況を踏まえた工程調整が必要である。 

・ 大阪外環状鉄道等の先行開発行為との協議で施工順位の調整が必要となる。 

・ 浄化目標（基準値以下へのプロセス）と施工順序を設定する。 

・ 地元説明・調整並びに協議を行った上での実施とする。 

・ 浄化期間と年度毎の対策費用に応じた計画を行う。 

② 浄化施工範囲 

・ 浄化対策の施工範囲や区間の設定は、浄化対策範囲が広域に亘るため、分割施工が

必要となる。1 ユニットを矩形配置（バイオ工法等）、線状配置（浄化壁工法等）や

千鳥配置（揚水曝気工法等）とし、施工範囲に応じた組合せが必要となる。 

・ 浄化プラント施設を配置する場合は、用地を確保した上で集中型（大型化）と分散

型（小型化）に区分され、浄化エリアと施設設置箇所との調整が必要である。浄化

位置と施設との配管ルートの検討も必要となる。 

③ 併用施工か段階施工か 

・ 本実証試験では嫌気バイオ工法を採用し、浄化効果の確認を得ており、嫌気バイオ 

工法単独で実施する場合は、本試験で得られた課題を考慮しながらの浄化計画とな

る。 

・ 有機塩素化合物の汚染対策工法には嫌気バイオ工法以外に好気バイオ工法、鉄粉  

工法、化学的酸化処理工法、透過性反応壁工法、揚水曝気工法、浄水置換（注水洗

浄）工法やエアースパージング工法等が挙げられる。これらを単一工法で実施する

か、併用工法とするかは施工条件、工期、コストに左右される。但し、採用に当た

っては、室内試験や実証試験（現地パイロット試験）等による浄化効果の確認が必

要となる。 

・ 汚染濃度に応じた対策工法を採用する。濃度分布の調整（濃度の低減化や分布範囲

の縮小化）を行い、NA の領域への移行や積極的対策範囲を狭める手法であり、モニ

タリングを活用した段階的施工も効果的である。 
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（3）浄化工事に伴う周辺への影響対策 

① 振動・騒音対策 

  ・ 本格浄化対策工事では、土壌の掘削・除去を伴うような大型重機等による工法は用い

ないため、騒音・振動等の発生は少ないが、地下水のポンプ揚水やプラント施設（曝

気や促進剤溶解）稼動等を連続で実施する可能性（24時間体制）が高い。防音シート

による養生設備が必要となる。 

② 沈下・変状対策 

・ 地下水の揚水を伴う場合は、水位低下に伴う沖積粘性土層の圧密沈下が発生し、住宅

構造物の不同沈下による障害が懸念される。沈下計算の試算によると、揚水井戸の水

位を 2ｍ低下した場合、この井戸から 4ｍ以上離れれば不同沈下は発生しないが、実

施に当たっては家屋調査や定期的な沈下測定で障害発生の無いことを確認しておく

必要がある。 

・ 道路上での地中配管工事を実施する場合は、埋設物調査による障害物確認と掘削に伴

う周辺への変状（沈下、側方変位）に留意する必要がある。また、土留め対策や埋戻

しの不十分（転圧不足等）による陥没等が挙げられる。 

③ 有害ガス対策 

・ 促進剤を注入した場合、有害な分解生成物として、メタンや硫化水素等の嫌気性ガス

の発生が生じる。このガス発生は促進剤等の残留濃度に応じて生じる一過性ものであ

り、浄化終了後にはこれらガスの有意な発生が起こる可能性は低いものの、本格浄化

実施中は地層のクラックや地下構造物の縁などを通じて地上の周辺環境に拡散並び

に集合・滞留し、爆発や酸欠事故に至る可能性がある。従って、これらの予防措置と

して、ガス検知等のモニタリングシステム、換気や吸引・除去等のガス回収システム

等による対応が必要となる。 
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3. 浄化対策計画（案） 

全体計画策定に当たっては、NA（自然減衰法）を効果的に活用した手法が工期や予算面

からも重要と考えられるが、ここでは今回の実証試験や前述の検討結果を踏まえ以下の 3

案を提案する。 

① シナリオ 1：嫌気バイオ工法による単一工法 

        実証試験の成果を生かした対策を主体とし、浄化目標値の達成や浄

化期間の確実性を図る。 

② シナリオ 2：浄水注入工法、嫌気バイオ工法による併用工法 

        最小限の浄化対策とモニタリングで監視しながら、将来の効果的な

浄化対策の検討を併行して実施し、最適化を図る。 

③ シナリオ 3：浄水置換工法、ENA 工法、嫌気バイオ工法による段階工法 

        環境保全に配慮しながら汚染範囲の縮小化を図り、全体浄化期間を

見据えて目標値の達成が見込めぬ区域に対し、積極的浄化を行う。 

 

上記計画案の内、②③については嫌気バイオ工法以外の浄化手法が組込まれており、浄

化の確実性を確認するための可能性適用試験や実証試験が必要となる。 
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項目 シナリオ1：嫌気バイオ　単一工法 シナリオ2：浄水注入・嫌気バイオ　併用工法 シナリオ3：浄水置換・ENA・嫌気バイオ　段階工法

・対象汚染区域全体（環境基準値以上：153,200㎡）または一部（環境基準
値の10倍以上：65,200㎡）を嫌気バイオ工法のみで浄化する。
・対象区域は住宅街が主体となり、薬剤注入井戸の設置に制約を受ける
ため、揚水井戸設置で循環工法または促進工法を採用する。
・30m×30m＝900㎡程度の範囲を単一ユニットとして、施工条件に応じて
拡大または分散施工等順次施工していく。
・注水・揚水井戸の配置は格子状が望ましいが、住宅敷地内は周辺道路
上に配置（上流側：注水、下流側：揚水）となり、促進剤浸透の促進を促
す。
・揚水した汚染地下水は、VOC曝気、除鉄、除マンガン、フィルタープレス
し、再注入地下水として利用する。
・高濃度汚染区域、上流域、地下水落込み箇所周辺を先行着手し、汚染
拡散や再汚染化を防止する。
・嫌気バイオ工法が一部の区域のみとした場合は、他の区域はMNA工法
で監視を行う。但し、ＭＮＡ工法では全体工期までに浄化が完了しない場
合は、追加の嫌気バイオ工法を行う。

・水源への汚染混入対策として、2箇所の地下水落込み部周辺で浄水注
入工法（注入井戸3本/箇所）を行う。地下水汚染プルーム拡大防止のバリ
ア井戸は、一般的には揚水・曝気工法であるが、当該地では、施工箇所に
隣接してJR東海道本線・外環状鉄道があり、揚水による地盤沈下が懸念
されるため注水工法とする。
・高濃度汚染区域（環境基準値の100倍以上：8,300㎡）を対象に嫌気バイ
オ工法で浄化し、高濃度区域の拡散防止と縮小を図る。
・低濃度汚染区域（環境基準値～100倍未満）はＭＮＡ工法にて監視する。
但し、早期対策が必要と判断される区域が発生した場合は、嫌気バイオ
工法にて浄化する。
・浄化の長期化防止対応として他の工法（化学的酸化工法等）の実証試
験を併行して行い、採用の有無を検討する。有効な浄化工法が無い場合
は、嫌気バイオ工法を採用する。

・対象汚染区域全体（環境基準値以上：153,200㎡）を注水・揚水井戸の配
置による浄水置換工法を採用する。
・浄水置換は汚染地下水の帯水層内に清浄水を注入し、一方で汚染水を
回収する工法で、遅延係数の小さいcis-1,2-DCEを対象とする。
・注水は上水または工業用水とし、揚水井戸で回収した地下水汚染物質
は、曝気・除鉄・除マンガン等の排水処理をし排水基準を満足した後、下
水道放流とする。
・上記工法で低濃度化した後、ＥＮＡ（汚染減衰を積極的に促す手法を加
味したMNA。例えば、エアーレーション等により好気的条件下で浄化を行
う。）により自然減衰の促進を行う。
・上記浄水置換工法、ＥＮＡ工法で汚染区域の濃度低下、範囲縮小した
後、目標値の達成が見込めない区域に対し嫌気バイオ工法にて完全浄化
を行う。
・浄水置換の場合、揚水に伴う周辺地盤の沈下が懸念されるため、家屋
調査や定期的な沈下測定を行う。

長所

・浄化効果については実証試験で確認済み。
・この実験で施工方法、浄化期間や効果の程度が予測され、全体計画が
確立し易い。
・早期に高濃度汚染の解消や汚染区域の縮小が図られる。

・地下水落込み部周辺の注入効果（水位上昇）で地下水流動が遅くなり、
汚染の移流拡散が低減される。
・嫌気バイオ工法の浄化効果は実証試験で確認済み。
・嫌気バイオ工法により早期に高濃度汚染の解消が図られ、汚染区域の
拡散防止に繋がる。

・浄水置換対策のサイクルが進行するに従い、対策区域の縮小が見込ま
れるため、以降の対策網・管理体制・監視体制が縮小できる。
・嫌気バイオ工法時に懸念される有害ガス発生や臭気のリスクを低減・解
消することができるため、地域住民への環境保全対策が容易。
・他の工法に比べ、浄化目標の変更に対しても経済的な対策網が構築で
きる。

短所

・有害ガス・臭気（促進剤によっては無臭もあり）の発生が懸念され、これら
の環境保全対策が必要である。
・工事費が他工法に比べて高額となる。
・施工範囲内での井戸や配管類が多く、煩雑化する。
・ＭＮＡ工法区域が多くなると対策の工期が長期化する。

・有害ガス・臭気の発生が懸念され、これらの環境保全対策が必要であ
る。
・ＭＮＡ工法の区域が主体となるため、対策の工期が長期化する。
・ＭＮＡ工法の区域の濃度低下が進捗しない場合は、嫌気バイオ工法の
追加が必要となり、シナリオ1と同様の施工費の高額化が懸念される。

・浄水置換工法、ＥＮＡ工法の適用可能性試験・実証試験による効果の確
認が必要。
・注入・揚水による地下水挙動の操作が主体となるため、初期段階での管
理・調整作業が複雑化する。
・注入・揚水の配管・水処理施設等が複雑化するため詳細設計・調整等に
時間を要する。

・1ユニット（約900㎡）当り：準備を除き浄化施設設置1ヶ月、薬剤注入・浄
化6ヶ月。
・環境基準値以上の範囲（153,200㎡）を6年間で浄化するには、14～15ユ
ニット/6ヶ月必要。
・環境基準値の10倍以上の範囲（65,200㎡）の場合、10ユニット/6ヶ月の施
工可能ならば4年程度で完了。

・浄水注入工法：ＭＮＡ工法の結果に従うため、注入施設設置と注入期間
を含め6年間程度。
・嫌気バイオ工法：10ユニット（約9,000㎡）が同時施工出来れば準備を除き
浄化施設設置1ヶ月、薬剤注入・浄化6ヶ月で完了。

・浄水置換工法：設備設置工1年、浄水置換1.5年/サイクル →3サイクル
計6年間程度。但し、2～3サイクル目でＥＮＡ工法採用。
・嫌気バイオ工法：5～6ユニット（約5,000㎡）が同時施工出来れば、準備を
除き浄化施設設置1ヶ月、薬剤注入・浄化6ヶ月で完了。浄水置換工法の2
～3サイクル目で導入することとなる。

経済性

・環境基準値以上対象の場合（153,200㎡）
　嫌気バイオ工事：133.5億円 モニタリング：20.5億円　合計154.0億円

・環境基準値の10倍以上対象の場合（65,200㎡）
　嫌気バイオ工事：57.0億円 　モニタリング：9.0億円　 合計 66.0億円

・浄水注水工事：1.3億円
・嫌気バイオ工事（8,300㎡）：10.5億円
・ＭＮＡ工法による監視：1.7億円
・実証試験、業務支援、配管設計、測量等：1.0億円　　　　合計14.5億円

・浄水置換工事（ＥＮＡ工法含む）：15.0億円
・嫌気バイオ工事（5,000㎡）：6.0億円
・ＭＮＡ工法による監視・環境保全：1.9億円
・実証試験、業務支援、配管設計・測量等：1.1億円　　　　　合計24.0億円

総合評価 浄化効果の確実性大きいが、経済性、環境保全が課題
ＭＮＡ主体のため経済性で優位であるが、浄化の終了時期が見込められ

ない。
浄水置換の浄化効率が不確定であるものの、全体事業での経済性、環境

保全に優位。

表-3.1　地下水汚染浄化対策計画比較表

共通対策：MNA工法（モニタリングを主体とした自然減衰の推移評価手法）導入

工期

全体工期：6年間

施工概要
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図-3.1 シナリオ 1：嫌気バイオ単一工法対策範囲図 図-3.2 シナリオ 2：浄水注入・嫌気バイオ工法配置イメージ図 
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図-3.3 シナリオ 3：浄水置換工法・ＥＮＡ工法浄化対策イメージ図 

注水・揚水系統図 
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図-3.4 シナリオ 3：浄水置換工法 注水井戸・揚水井戸配置および配管計画イメージ図 
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（１）嫌気バイオ浄化工：1ユニット（900㎡）当り 注入・揚水井戸 各5本、観測井戸 2本、注入液製造ﾌﾟﾗﾝﾄ施設・水処理施設 各1箇所、配管工 1式。準備・設置 1ヶ月、循環浄化 6ヶ月
（2）環境保全工：騒音・振動測定（工事前・工事中） 1ユニット当り1回、有害ガス・臭気測定 1ユニット当り1回/週 12箇所/回 2年間
（3）騒音・振動測定時条件→プラント施設等設置時に3測線程度計画し、暗・稼動時の計2回実施
（4）モニタリング工：1ユニット当り 観測井戸2箇所、1年間（浄化期間+放置期間）は2回/月測定・採水・分析、その他5年間は1回/3月の測定・採水・分析

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その2：15,000～15,500㎡）

式
1

（17ﾕﾆｯﾄ）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その5：15,000～15,500㎡）

式
1

（17ﾕﾆｯﾄ）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その3：15,000～15,500㎡）

式
1

（17ﾕﾆｯﾄ）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その4：15,000～15,500㎡）

環境保全工

モニタリング工

浄化対策工
（環境基準値
10倍以上）

浄化対策工
（65,200㎡）

環境保全工

モニタリング工

年 月

年 月

着　工 平成

竣　工 平成

9 10 118 1212

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 710 12

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 7

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その7：9,000～10,000㎡）

騒音・振動測定（工事前・中）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その7：15,000～15,500㎡）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その10：15,000～15,500㎡）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その8：15,000～15,500㎡）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その9：15,000～15,500㎡）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その6：9,000～10,000㎡）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その4：9,000～10,000㎡）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その3：9,000～10,000㎡）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その5：9,000～10,000㎡）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その6：15,000～15,500㎡）

式

騒音・振動測定（工事前・中）

有毒ガス・臭気測定 式

7

式
1

（17ﾕﾆｯﾄ）

式
1

（17ﾕﾆｯﾄ）

1286 9 10 8 9 1011 12

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 7 11 12

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 8 9 10

1
（17ﾕﾆｯﾄ）

1
（17ﾕﾆｯﾄ）

1 3

件　　　　名

工　　　　種 単位 数量

　　(仮）南吹田地域　地下水汚染対策工事

8 9 10 11

平成○○年度

6 112 4 5 7 8 97 11 2 3 4 5

備考

1

1
（17ﾕﾆｯﾄ）

1
（17ﾕﾆｯﾄ）

1

式

1

地下水汚染分布状況確認調査
浄化中：2回/月、監視中：1回/3
月

式

式

表-3.2　シナリオ1浄化対策工程表（嫌気バイオ工法　上段：対策範囲を環境基準値以上とした場合、下段：対策範囲を環境基準値の10倍以上とした場合）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その1：15,000～15,500㎡）

式
1

（17ﾕﾆｯﾄ）

浄化対策工
（153,200㎡）

浄化対策工
（環境基準値

以上）

式

式

平成○○年度

1

式
1

（10ﾕﾆｯﾄ）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その2：9,000～10,000㎡）

式
1

（10ﾕﾆｯﾄ）

EDCによる嫌気バイオ浄化工
（その1：9,000～10,000㎡）

式
1

（10ﾕﾆｯﾄ）

式
1

（10ﾕﾆｯﾄ）

式
1

（10ﾕﾆｯﾄ）

式
1

（10ﾕﾆｯﾄ）

式
1

（10ﾕﾆｯﾄ）

地下水汚染分布状況確認調査
浄化中：2回/月、監視中：1回/3
月

式 1

式 1

有毒ガス・臭気測定 式 1
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（１）注入・揚水井戸設置時条件→同時稼動台数：1台、箇所あたり所要期間：4日、延24日程度
（2）地中配管設置時条件→同時稼動台数：1台、日進40m、延20日程度
（3）騒音・振動測定時条件→プラント施設等設置時に3測線程度計画し、暗・稼動時の計2回実施
（4）有毒ガス測定時条件→嫌気バイオ工法採用時1回/週程度実施
（5）臭気測定時条件→嫌気バイオ工法採用時1回/週程度実施

実証試験
追加実証試験

工

汚染確認分析

モニタリング工

年 月

年 月

着　工 平成

竣　工 平成

9 10 118 1212

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 710 12

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 7

MNA

地下水落込み部周辺での
地中配管　設置（水平ボーリングによ
る）

各種設備　調整および追加設置工

地下水落込み部周辺での
浄水注入工

地下水落込み部周辺での
地上配管　設置

地上注水施設　設置

地下水汚染分布状況確認調査（区域
A）

土壌汚染分布状況確認調査（区域A）

ex.ENA工法

有毒ガス測定

7

式 1

地下水汚染分布状況確認調査（区域
B）

箇所

m 70

箇所 2

EDCによる嫌気バイオ浄化工（区域A）

8 9 1011 12

式 1

式 1

式

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 7 11 12

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 8 9 10

式 1

浄水注入工

㎡

m 700

8300

平成○○年度

1 3 9 10 11 1286 7

件　　　　名

工　　　　種 単位 数量

　　(仮）南吹田地域　地下水汚染対策工事

8 9 10 1111

1

2 4 5

1

65

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 7 8 9

備考

臭気測定

騒音・振動測定 回 2

環境保全調査

式

式 1浄化工本格導入のための計画・設計

表-3.3　シナリオ2浄化対策工程表（要対策地域のうち、区域AでEDCでの嫌気バイオ工法による浄化を実施。区域BでMNAあるいはENAを実施。）

地下水落込み部周辺での注入井戸　設
置

基 6

浄化工浄化工

設備設置工

対策工

基 6

事前検討及び実地施工 評　　価

実証試験結果に応じて、MNA体制の見直し、ENAへの移行を検
討

39



1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30 1 30

（１）注入・揚水井戸設置時条件→同時稼動台数：3台、箇所あたり所要期間：4日、延348日程度
（2）地中配管設置時条件→同時稼動台数：2台、日進40m、延125日程度
（3）騒音・振動測定時条件→プラント施設等設置時に3測線程度計画し、暗・稼動時の計2回実施
（4）有毒ガス測定時条件→嫌気バイオ工法採用時1回/週程度実施
（5）臭気測定時条件→嫌気バイオ工法採用時1回/週程度実施

追加実証試験
工

対策工

追加実証試験
工

モニタリング工

環境保全調査

浄水置換工

月

年 月

年

1188 9 10 11 7 1011

着　工 平成

竣　工 平成

7 1212

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 99 10 12

平成○○年度

1 2 3 4 5 6

地中配管　設置（水平ボーリングによ
る）

地上排水処理施設　設置

各種設備　調整および追加設置工

浄水置換工

地上配管　設置

地上注水施設　設置

注入・揚水井戸　設置

ex.EDCによる嫌気バイオ浄化工

地下水汚染分布状況確認調査

有毒ガス測定

騒音・振動測定

臭気測定

ex.ENA工法

ex.化学酸化法

周辺家屋調査

浄化工本格導入のための計画・設計

m 500

箇所 2

表-3.4　シナリオ3浄化対策工程表（要対策地域全域で浄水置換工法での対策を実施、その後残存汚染分布域で最適化した浄化工法での浄化を実施）

11 128 9 1011 12 7 8

宅地 30

式

式 1

式 1

回 2

1

箇所 65

箇所 20

式 1

箇所 30

式 1

式 1

1

10

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 7

平成○○年度

1 2 3 4 5 6 7 8 9

式 1

設備設置工

箇所 5

基

m 5000

87

1282 43 9 10 11

件　　　　名

工　　　　種 単位 数量

　　(仮）南吹田地域　地下水汚染対策工事

5 6 7

平成○○年度

1

基 100

式

平成○○年度

1 2 3 4 5 6

備考

土壌汚染分布状況確認調査

周辺沈下測定

浄化工浄化工

土壌汚染分布状況確認調査（区域A） 式 1

汚染確認分析

地下水汚染分布状況確認調査（区域
A）

1サイクル目 2サイクル目 3サイクル目

事前検討及び実地施工 評　　価

事前検討及び実地施 評 　価

事前 中間 事後

事前

浄水置換対策2サイクル完了時の方針調整により、高濃度の残存汚染が確認され
た区域に対して、EDCによる浄化工法を採用したケース

事後
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地下水汚染浄化実証試験の経過報告
（ 概 要 ）

Ⅰ.現地パイロット試験成果の検証

Ⅱ.浄化対策事業化のための概略計画（案）

吹田市南吹田地域土壌・地下水汚染浄化対策検討委員会（第3回）

平成23年3月25日



Ⅰ.現地パイロット試験成果の検証

１．試験領域内の浄化率

２．平均流速の再算定と評価領域の設定

３．測定日ごとの評価領域・水質評価井戸の設定

４．評価領域内の主要測定項目の変動状況

５．評価領域内の物質収支

６．促進剤の適正設計量（案）の算定

検証内容



１．試験領域内の浄化率（１）

浄化率（％）＝ 100×
試験終了までの汚染物質減少量（mg/L）

初期汚染濃度（mg/L）

5月21日 6月22日 10月26日 5月21日 6月22日 10月26日 5月21日 6月22日 10月26日 対5月21日 対6月22日

C 領域内領域内領域内領域内 11 7.7 <0.004 0.3 0.30 0.041 11.496 8.165 0.064 99.4 99.2

N 領域内領域内領域内領域内 9.6 6.5 <0.004 0.3 0.24 <0.002 9.988 6.872 0.000 100.0 100.0

S 領域内領域内領域内領域内 11 7.1 0.87 0.17 0.26 1.0 11.264 7.503 2.389 78.8 68.2

E 領域内領域内領域内領域内 11 5.9 0.052 0.410 0.23 0.34 11.636 6.257 0.579 95.0 90.7

W 領域内領域内領域内領域内 9.8 6.9 0.41 0.17 0.25 0.86 10.064 7.288 1.743 82.7 76.1

NE 領域内領域内領域内領域内 4.2 6.4 0.020 0.300 0.24 0.031 4.665 6.772 0.068 98.5 99.0

NW 領域内領域内領域内領域内 7.1 7.0 <0.004 0.3 0.25 <0.002 7.519 7.388 0.000 100.0 100.0

SE 領域内領域内領域内領域内 12 6.9 2.2 0.2 0.26 0.60 12.341 7.303 3.130 74.6 57.1

SW 領域内領域内領域内領域内 13 6.8 13 0 0.24 2.1 13.279 7.172 16.256 -22.4 -126.7

M-1 領域内領域内領域内領域内 11 5.0 0.013 0.420 0.21 0.26 11.651 5.326 0.416 96.4 92.2

M-2 領域内領域内領域内領域内 11 6.1 0.41 0.42 0.24 1.0 11.651 6.472 1.960 83.2 69.7

M-3 領域外 3.8 2.6 5.0 0.2 0.13 1.3 4.079 2.802 7.016 -72.0 -150.4

M-4 領域内領域内領域内領域内 3.7 0.005 0.15 0.002 3.933 0.008 99.8

M-5 領域外 0.91 0.012 0.062 0.004 1.006 0.018 98.2

80.6 68.8

90.9 86.5

浄化率

試験領域内平均

同平均（SW除く）

測　定　日
1,2-DCE（mg/L） VC（mg/L） 1,2-DCE換算濃度（mg/L）



１．試験領域内の浄化率（2）

浄化効率にばらつきが生じた要因
⇒ 領域内への汚染地下水再流入

領域内地下水の領域外への流出
物質収支に乱れが生じている

地下水流軸上 地下水上流域 地下水流軸横断方向
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■ 代表地点の地下水中汚染物質mol総量の推移

時間経過に伴い
mol総量減少

領域外縁にて時間経過
に伴い、mol総量増加

時間経過に伴い
mol総量増加

例：井戸NW 例：井戸SW 例：井戸NE浄化率100％ 浄化率99.0％浄化率-126.7％

物質収支の乱れにより、促進剤の浄化効果を正確に評価することは困難物質収支の乱れにより、促進剤の浄化効果を正確に評価することは困難物質収支の乱れにより、促進剤の浄化効果を正確に評価することは困難物質収支の乱れにより、促進剤の浄化効果を正確に評価することは困難



※起算日は循環工程終了日にあたる6月19日

２．平均流速の再算定と評価領域の設定

地下水流軸上に位置する井戸C、M-4、NW、M-5でのトレーサー物質（Br）の

濃度推移から、地下水流速を推定
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5月20日 6月9日 6月29日 7月19日 8月8日 8月28日 9月17日 10月7日 10月27日 11月16日

井戸C

領域内平均

（１）井戸Cでのトレーサー物質濃度推移（mg/L）

46日目で最高濃度

井戸Cからの距離：　0.0m

井戸Cからの距離とトレーサー最高濃度到達期間

井　戸　名 C M-4 NW M-5

井戸Cからの距離（m） 0.0 3.5 7.1 10.1

循環終了～最高濃度到達期間（日） 46 59 73 101

地下水流向

C

M-4

NW

M-5

y = 0.0916x

0
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12

0 20 40 60 80 100 120

循環終了～最高濃度到達期間（日）

井戸Cからの距離（m）

井戸M-4

井戸NW

井戸M-5

流速：約2.7m／月と推定



 

N㨯NW

M-5
M-3

NE

M-2

M-1

E㨯
C㨯

SW

W㨯

M-4

SE

A-2

10月26日　99.8%㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯

10月12日　99.3%㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯

9月28日　98.3%㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯

9月14日　88.7%㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯

8月17日　0.4%㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯

7月20日　17.0%㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯

7月6日　11.8%㨯㨯㨯㨯㨯㨯㨯

6月22日　循環注入終了3日後㨯㨯㨯㨯S㨯

３．測定日ごとの評価領域・水質評価井戸の設定

地下水流向

測定日ごとに地下水流に従い、
平行移動した評価領域については、
流入・流出が無いものと想定

・流速 約2.7／m

・領域面積 100㎡（10m×10m）

1,2-DCEは分解時全量がVCに変換
VCが分解された場合、汚染分解終了

促進剤は希釈・拡散の影響なく、全量
が汚染分解または阻害要因の解消に
より消費される

※以降、経過日の表記の起算日は6月22日



４．評価領域内の主要測定項目の変動状況

1,2-DCE相当　汚染物質濃度（mg/L）

6.96
6.65

6.00
6.74

5.78

7.36
6.93

4.29

0.79
0.12 0.05 0.010.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

0 14 28 42 56 70 84 98 112 126

経過日（日）

TOC濃度（mg/L）
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767

627 607 590
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443

380

265

0
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300
400
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600
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900

0 14 28 42 56 70 84 98 112 126

経過日（日）

8月17日（循環終了59日目）以降、濃度低下

DHC菌数（ｺﾋﾟｰ/100mL）

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E+05

1.E+06

1.E+07

1.E+08

-42 -28 -14 0 14 28 42 56 70 84 98 112 126

経過日（日）

Dehalococcoides属
16SrRNA

bvcA vcrA

硫酸イオン濃度（mg/L）

47

23

14

2
6

2 1 0 0 1 0 00

10

20

30

40

50

0 14 28 42 56 70 84 98 112 126

経過日（日）

8月4日（循環終了43日目）まで大幅の増殖を確認

約166.2kg消費

約264.3kg

8月17日（循環終了59日目）までに解消

０～５６日目 ： 嫌気状態への移行期間
５６～１２６日目： 汚染分解期間

6



５．評価領域内の物質収支

①汚染物質総量（初期）＝100㎡×7.5m×0.4×6.96mg/L×1000 ⇒ 2079g

②汚染物質総量（終了）＝100㎡×7.5m×0.4×0.01mg/L×1000 ⇒ 3g

2,087 2,079

3
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0 14 28 42 56 70 84 98 112 126

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

評価領域平均TOC値

評価領域内平均VOC量

浄化率

領域内で安定濃度となった時

1,2-

DCE

換換換換
算算算算

VO

C

量量量量

単位：ｇ

浄浄浄浄
化化化化
率率率率

循環停止後の経過日数循環停止後の経過日数循環停止後の経過日数循環停止後の経過日数

TO

C量

TOC は mg/l

① ②

評価領域内の浄化率 （①－②）／① ＝ 99.9％

経過日56日目と経過日126日目

（試験終了日）との比較



６．促進剤の適正設計量（案）の算定

設計量 ＝

②地下水質移行時の促進剤消費量＋③汚染分解時の促進剤消費量

①循環時損失係数

① ＝
計画希釈濃度（拡散等考慮無し）

実際の希釈濃度（希釈ロス含む）

13.2％

7.5％
＝ 0.568＝

② ＝ 領域内地下水分存量×EDC減少量 ＝ 300㎥×
0.37

205mg/L-TOC

＝166.2kg

③ ＝ 領域内地下水分存量×EDC減少量 ＝ 300㎥×
0.37

325mg/L-TOC

＝263.5kg

（※T=0～56日）

（※T=56～126日）

促進剤の適正設計量 ＝
①

② ＋ ③
＝ 756.5kg／750㎥-土量

メーカー提案値に近似



Ⅱ.浄化対策事業化のための概略計画（案）

成果概要

１．土壌・地下水汚染対策の目的および方針

２．実証試験を踏まえた浄化計画への留意点

３．浄化対策計画（案）



1.土壌・地下水汚染対策の目的および方針

（1）目 的
・南吹田地域および周辺住民の安全・安心
・飲用水源の保護
・開発行為への妨げ防止

（2）方 針（基本的な考え方）
①飲用水源への汚染混入対策は、第二帯水層への
地下水落込み箇所周辺で積極的浄化手法を採用。

②低濃度区域（基準値以上～100倍未満）は、
NA（自然減衰）を見込んだ監視を主体とし、
浄化の進捗を見て積極的浄化手法を併用。

③高濃度区域（100倍以上）は、積極的浄化手法で

完全浄化あるいは濃度低下（②への移行）を目指す。

【NA（自然減衰）手法の多様性】
MNA:モニタリングを主体とした自然減衰の推移評価
ENA:汚染減衰を積極的に促す手法を加味したMNA



（3）本計画（案）における浄化対策条件

5～6年程度⑥浄化期間

環境基準値以下⑤浄化目標

第二帯水層への自由地下水落込み箇所

高濃度区域（100倍以上）

上流汚染区域

④対策優先箇所

1,2-DCEの環境基準値（0.04mg/L)以上の区域③対策範囲

沖積砂層（GL-2.0～8.0m程度）

第一帯水層の自由地下水

②対象土壌・地下水

汚染原因物質 PCE,TCE

分解生成物質 DCE,VC

①浄化対象物質



図-1.1 地下水汚染濃度の地域区分



2.実証試験を踏まえた浄化計画への留意点

（1）促進剤の約40％が嫌気状態への移行時に消費
（2）地下水流動に伴う効果範囲の拡散・移動
（3）促進剤注入時は“汚染物質”“促進剤”“分解菌”を

均等に混ぜ合わせる手法
（4）促進剤注入井戸の仕様の吟味
（5）有害ガス（可燃性ガス：メタン、酸欠ガス：硫化水素等）

への対策
（6）病原性微生物の一次的増加への対策
（7）その他

振動・騒音、沈下・変状問題に留意



3.浄化対策計画（案）

【シナリオ1】
嫌気バイオ工法による単一工法

・実証試験の成果を活かした嫌気バイオ工法による対策主体
・浄化目標値の達成や浄化期間の確実性が高い

【シナリオ2】
浄水注入工法・嫌気バイオ工法による併用工法

・地下水落ち込み部での浄水注入による水頭制御
・高濃度汚染区域（100倍以上）での嫌気バイオ工法を採用
・その他区域ではモニタリングを実施
・実証試験等実施し、将来の浄化対策を検討し、最適化を図る

【シナリオ3】
浄水置換工法・ENA工法・嫌気バイオ工法による段階工法

・南吹田地域全域に浄水循環網を構築
・浄水置換工法により要対策区域の縮小化、低濃度化を図る
・進捗に応じてENA工法の実証試験等実施し、採用を検討
・嫌気バイオ工法の適用範囲を制限し、環境保全への配慮



（1）施工概要

① 実証試験で実施した循環式嫌気バイオ工法に準じた施工。
② 30ｍ×30ｍ＝900㎡を単一ユニットとして、

順次ユニット数の増加で施工範囲の拡大や分散施工を行う。
③ 注水・揚水井戸の配置は格子状を基本とするが、

住宅敷地内は周辺道路上の配置とする。
（上流側：注水、下流側：揚水）

④ 揚水した汚染地下水は、VOC曝気・除鉄・除マンガン・
フィルタープレスを行い、再注入水とする。

⑤ 「要対策範囲全体を対象とする場合」と
「環境基準値の10倍以上の区域対象+MNA工法の場合」
の2ケースを提案。

シナリオ1：嫌気バイオ工法による単一工法



図-3.1.1 嫌気バイオ工法対策範囲図

＜概算工事費＞＜概算工事費＞＜概算工事費＞＜概算工事費＞

ケース１
環境基準値以上
（水色+赤色） 153,200㎡

154億円億円億円億円

ケース2

環境基準値の10倍以上
（赤色） 65,200㎡
+MNA工法（水色+赤色）

66億円億円億円億円

シナリオ1：嫌気バイオ工法による単一工法



（２）長所

・浄化効果は実証試験で確認済み。

・詳細設計や浄化期間等の全体計画が早期に確立し易い。

・早期に高汚染濃度区域の解消や縮小化が図られる。

（３）短所

・有害ガス、臭気等の環境保全対策が必要。

・浄化対策費がシナリオ2・3に比較し高額。

・他の工法に比較し井戸や配管類が多く、煩雑化しやすい。

シナリオ1：嫌気バイオ工法による単一工法



シナリオ2：浄水注入工法・嫌気バイオ工法による併用工法

（1）施工概要

① 地下水落込み部では、汚染プルームのモニタリングを行い、濃度上
昇の兆候があれば上流側にて水頭制御（浄水注入工法）を実施。

＊地下水汚染プルーム拡大防止には、バリア井戸による揚水・曝気 工法が一般であるが、当該地
は施工箇所に隣接してJR東海道本線・外環状鉄道があり、揚水に伴う地盤沈下が懸念され、十分
な安全確保が求められる。

② 高濃度汚染区域（100倍以上）では、嫌気バイオ工法を採用

③ 低濃度汚染区域（環境基準値の100倍未満）では、MNA工法を採用

④ 低濃度汚染区域の減衰が遅い場合は、他の工法との併用を検討



図-3.2.1 浄水注入・嫌気バイオ工法配置イメージ図

＜概算工事費＞＜概算工事費＞＜概算工事費＞＜概算工事費＞

浄水注入工法（水色）
地下水落込み 2箇所

1.3億円

嫌気バイオ工法
環境基準値の100倍以上
（太赤色枠） 8,300㎡

10.5億円
MNA工法+実証試験等

（追加対策の有無検討）
2.7億円

合計合計合計合計 14.5億円億円億円億円

シナリオ2：浄水注入工法・嫌気バイオ工法による併用工法



（２）長所

・地下水落ち込み部への注水により、高濃度汚染の拡散防止、

移流低減化が図れる。

・MNA工法主体となるため、経済性で優位。

・施工範囲が小さく、周辺住民との調整が比較的容易。

・環境保全対策も規模が小さい。

（３）短所

・MNA工法主体のため、浄化期間は長期化。

・対策事業の終了判断が難しくなる。

・目的達成が困難な場合、追加対策が発生し、結果的に費用が
増大する可能性がある。

・嫌気バイオ工法採用時は環境保全対策が必要

シナリオ2：浄水注入工法・嫌気バイオ工法による併用工法



シナリオ3：浄水置換・ENA・嫌気バイオ工法による段階工法

（1）施工概要

① 要対策範囲全域に、注水・揚水井戸を配置し、浄水置換工法実施。

＊影響半径は35m、浄水置換1サイクルあたり1.5年と想定

② 注水は、上水または工業用水を使用、揚水は、適正処理後に下水放
流することで水収支バランスを確保。

③ 上記工法で低濃度化した区域は、ENA工法でさらに範囲縮小化、低
濃度化を目指す。

④ 浄化目標の達成が見込めない区域には、嫌気バイオ工法等を適用。



シナリオ3：浄水置換・ENA・嫌気バイオ工法による段階工法

図-3.3.1 浄水置換工法・ENA工法の浄化対策イメージ図



シナリオ3：浄水置換・ENA・嫌気バイオ工法による段階工法

図-3.3.2 浄水置換工法の注水井戸・揚水井戸配置、配管イメージ図

＜概算工事費＞＜概算工事費＞＜概算工事費＞＜概算工事費＞

浄水置換工法（ENA工法含む） 153,200㎡ 15.0億円

嫌気バイオ工法（高濃度区域） 5,000㎡ 6.0億円

MNA工法・環境保全 1.9億円

実証試験、業務支援、詳細設計・測量等 1.1億円 合計合計合計合計 24.0億円億円億円億円



（２）長所

・浄水置換対策のサイクル進行と伴に、対策区域の縮小が期
待され、以降の対策網・管理体制・監視体制が縮小される。

・嫌気バイオ工法の懸念事項（有害ガス等）を低減・解消す
ることができるため、環境保全対策が容易。

・浄化目標の変更に対しても経済的な対策網が構築し易い。

（３）短所

・浄水置換・ENA工法の適用可能性試験・実証試験による効果
の確認が必要。

・注入・揚水による地下水挙動の管理・調整が複雑化する。

・浄水置換工法の配管・水処理施設等が複雑化するため、詳
細設計・調整等に時間を要する。

シナリオ3：浄水置換・ENA・嫌気バイオ工法による段階工法


